
 

 

裁  決  書 

 

 

審査請求人  住所 ○○○○○○ 

 

                      氏名 ○○○○○○ 

                         

               処 分 庁  大阪市○○区保健福祉センター所長 

 

 

審査請求人が平成29年５月１日付けで提起し、平成29年５月31日に補正書の提出のあっ

た処分庁による保育施設・事業利用調整及び保育所入所保留処分に係る審査請求について、

次のとおり裁決する。 

 

 

主 文 

 

本件審査請求を棄却する。 

 

 

事案の概要 

 

１ 平成28年10月14日、審査請求人は、審査請求人のこどもの「子どものための教育・

保育給付保育認定（変更）申請書兼保育施設・事業利用調整申込書」を○○区保健福

祉センター所長（以下「処分庁」という。）へ提出し、処分庁は面接を行った。 

２ その後、処分庁は利用申込者全てについて利用調整を行い、審査請求人のこどもに

ついて入所保留決定（以下「本件処分」という。）を行った。 

３ 平成29年２月３日、処分庁は審査請求人宛に「保育施設・事業利用調整結果通知書

兼保育所入所保留通知書」を発送した。 

４ 平成29年５月１日、審査請求人は本件処分について不服であるとし、処分庁へ審査

請求書を提出した。 

 

              審理関係人の主張の要旨 

 

１  審査請求人の主張 



 

 

父母ともに就労しており、祖父母についても遠方であるため、家庭で保育をおこな

うことができない。認可保育園に入所できない場合は、父母のどちらかが無職の状態

にならなければならず、入所ができないという処分は不服である。 

また、保育が必要な理由を証明する書類である「就労・就学等証明書」に不正等が

ないか、証明発行元の企業等へ電話や面談等での確認を行っていない現状で、処分に

至った過程で正しく審査が行われていたのか不明瞭である。 

 

２ 処分庁の主張 

処分庁は、審査請求人の入所希望保育施設は、いずれも募集数を上回る申込みであ

ったため、大阪市保育施設等の利用調整に関する事務取扱要綱第４条の規定により、

同要綱に定める保育利用調整基準に従い入所選考を行っており、本件処分は適正にな

されたものであると主張している。 

また、「就労・就学等証明書」の確認については、法令上特に定めはないが、提出

された書類に疑義がある場合は、関係者への問合せを行うことがあるほか、根拠資料

として採用しない場合がある。審査請求人については、提出された書類に疑義が無か

ったため、証明発行元の勤務先等へ特段の問合せは行っていない。 

 

 

               理   由 

 

１ 本件に係る法令等の規定について 

   ア 児童福祉法第24条第３項において、「市町村は、保育の需要に応ずるに足りる

保育所、認定こども園（子ども・子育て支援法第27条第１項の確認を受けたもの

に限る。以下この項及び第26条の２第２項において同じ。）又は家庭的保育事業

等が不足し、又は不足するおそれがある場合その他必要と認められる場合には、

保育所、認定こども園（保育所であるものを含む。）又は家庭的保育事業等の利

用について調整を行うとともに、認定こども園の設置者又は家庭的保育事業等を

行う者に対し、前項に規定する児童の利用の要請を行うものとする。」と規定さ

れている。 

イ 児童福祉法施行規則第24条において、「市町村は、法第24条第３項の規定に基

づき、保育所、認定こども園（子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第

27条第１項の規定による確認を受けたものに限る。）又は家庭的保育事業等の利

用について調整を行う場合（法第73条第１項の規定により読み替えて適用する場

合を含む。）には、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける

必要性が高いと認められる児童が優先的に利用できるよう、調整するものとす



 

 

る。」と規定されている。 

ウ 大阪市保育施設等の利用調整に関する事務取扱要綱第４条において、「保健福祉

センター所長は、利用調整を行うにあたっては、利用調整会議を開催し、別表『保

育利用調整基準』に基づき保育の必要性の高い児童から順に利用調整を行うもの

とする。」と規定されている。 

 

２ 本件処分が取り消されるべきか否かについて 

ア 処分庁は、審査請求人が保育の必要性があると認定したものの、審査請求人の

希望していた保育施設は、利用可能人数を上回る申込みがあったため、大阪市保

育施設等の利用調整に関する事務取扱要綱に基づき利用調整を行っている。 

  第１希望の保育所については、審査請求人の「保育利用調整基準」上の合計点

数は○○点であり、この点数を上回った世帯、及び、審査請求人の世帯と同点で

はあるが「保育利用調整基準(３)順位表」で審査請求人世帯より優先順位が高い

世帯で、この保育所の入所枠が埋まったことが認められる。審査請求人は申込書

に第２希望まで希望保育所を記載しているが、第２希望の保育所については、合

計点数○○点であり、この点数を上回る点数の世帯で入所枠が埋まったことが認

められる。    

  よって、本件申請に対し、入所保留処分を行ったことに違法又は不当な点はな

い。 

イ 処分庁は、提出された「就労・就学等証明書」等に疑義がある場合は、実務上、

関係者への問合せを行うほか、根拠資料として採用しない等の対応をすることと

している。審査請求人は、納税状況が適切に確認されているかについても疑いが

ある旨主張するが、処分庁は合計所得金額について市民税台帳により確認してい

る。また、審査請求人の主張を踏まえ、本件について、審査請求人以外の申込者

に上記のような疑いがあったか否か、疑いがあった場合にどのような確認を行っ

たかについては、処分庁に確認したところ、「就労・就学等証明書」に記載不備等

が認められる事例はあったが、いずれも、勤務先への事実確認や再提出により疑

義が解消されている。 

よって、本件の審査の過程に違法又は不当な点は認められない。 

 

     以上ア・イのとおり、本件処分を取り消すべき事由は認められない。 

 

 

３ 結論 

以上のとおり、本件審査請求には理由がないことから、行政不服審査法第45条第２



 

 

項の規定により、主文のとおり裁決する。 

 

  

平成30年８月17日 

 

             審査庁   大阪市長  吉村 洋文 


